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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１７１　　２０１２年　１０　月　１８　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
日本共産党の現在の政治情勢の見方
野田政権のもと、民主・自民・公明の３党体制＝事実上の「オール与党」体制がつくられるなかで、「二大政党づくり」という反動的（歴史の流れや改革に反対し、逆行しようとする傾向）戦略が破綻に直面し、日本の政治が大きな歴史的岐路にたった。それから１０カ月、大きな二つの流れの対決の構図が浮き彫りになってきました。
一つは、政治の閉塞を反動的に打開しようとする、反動的逆流が台頭してきたことです。三つの要素が競いあい、相呼応しながら、反動的逆流をつくりだしています。第一は、民主党の自民党化が完成したことです。第二は、自民党のいっそうの反動化がすすんだことです。第三には、「日本維新の会」が、反動的逆流の「突撃隊」となっていることです。特に、橋下「維新の会」は、古い政治をより強権的にすすめて、民主主義を窒息させる恐怖政治と独裁政治・ファシズムにつながる特別の危険を持っています。

これらの反動的逆流の台頭の危険性は、重大であり、軽視することはできませんが、恐れることはありません。それは「政治を変えたい」という多くの国民の願いに、真っ向から背くものであり、日本がいま、解決を迫られている問題に対して、何一つ展望を示すことができないからです。

いま一つの流れは、各分野の国民運動の歴史的高揚であります。消費税増税反対、原発ゼロ、ＴＰＰ参加阻止、オスプレイ配備反対など、国政の中心問題で、「一点共闘」が空前の規模で広がり、世論を変え、政治を動かす力を発揮しています。注目すべき特徴の一つは、これまでにない広範な人々が、閉塞状況を自らの力で打破しようと自覚的に立ち上がっていることです。二つは、どの問題でも国民運動が掲げている旗が、国民多数の声に発展しつつあることです。三つは、問題の根本にある日本の政治の「二つの害悪」（アメリカいいなりと財界中心）に怒りの矛先がむけられつつあることです。

（１０月１５日　日本共産党第５回中央委員会総会　幹部会報告より要約）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）

総選挙にむけた政治的対決の焦点

1、 消費税増税実施を阻止――「経済提言」を語り広げる
2、 原発問題――原発固執勢力に審判をくだし、「即時原発ゼロ」の実現を

3、 東日本大震災からの復興――国の災害政策の根本的転換を

4、 ＴＰＰ参加絶対阻止の審判をくだす
5、 オスプレイ配備撤回、日米安保条約の是非を問う

6、 憲法問題――明文・解釈改憲の策動と正面からたたかう
揖斐川河口の国営公園は何のために、予算は、
今月の２４日に、多分水谷元市長（市長選で忙しいでしょうが）も出席して、公園の起工式があるそうです。太一丸、住吉町、船馬町、川口町、三之丸にわたる七里の渡の一帯に国がつくる公園で、土地の買収や居住者の移転（莫大な移転補償を貧乏な桑名市の土地開発公社が立替）が進み、いよいよ着工で２－３年後には完成予定だそうです。しかし、国土交通省の木曽川下流工事事務所に問い合わせしても、工事の総額予算が分かりません。桑名市の都市整備部長にも訊ねたら国はそんなもんだとの返事でした。莫大な移転補償費や工事費は我々の税金です。どう言うつもりで公園担当者は仕事をしているのでしょうか。上部から知らされていないのでしょうか。
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住吉町のボーリング場跡　　　　　　　　　　　　　　三之丸の民家の跡

市議会が議員定数削減で意見を求めています。　　　　　　　　　　　　　　　

（1） 議員定数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

次期一般選挙より議員定数を４人削減し、２６人とする。　　　　　　　　　

（2） 主な決定理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・多くの市民の意見を反映する必要があり、人口を目安として議員定数を定めていくことは、市民の理解を得やすいのではないか。したがって、現在の桑名市の人口規模からして26議席が妥当と考える。 　　　　　　　　　　　　　　　　

・議会報告会などの民意吸収機能の充実及び常任委員会の構成変更など議会運営上の工夫に努めることにより、議会機能を維持・充実させていくことは可能と考えられる。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・行政改革、財政健全化を行政側に求める立場として、議会自ら議員定数を減らすことで、その姿勢を見せるべきである。 
【期日】　　　平成２４年１１月１日（木曜日）まで
【提出方法】　持参　市役所本庁舎1階　議会事務局（庁舎東玄関近く）　　　　　　　　　　　

郵送　〒511‐8601桑名市中央町二丁目37番地　桑名市議会事務局　　　　　　

ＦＡＸ　０５９４‐２４‐１３５９

電子メール　gikaijm@city.kuwana.lg.jp
【問合せ先】　桑名市議会事務局　TEL:０５９４-２４-１３０４
議会改革検討会 第３回中間報告書（答申）
（議会改革検討会が平成２４年８月３日に議長あてに提出したもの。）
本検討会では、議員定数について平成２３年１０月２１日から平成２４年７月２６日まで９回にわたり検討を行いました結果、下記のとおり報告します。なお、今後はパブリックコメント等により、広く市民からの意見募集を行い、その意見を基に最終的な議員定数案を決定していきたい旨付記します。
（記）
地方公共団体の議会の議員定数については、長らく地方自治法第９１条（市町村議会）で人口に応じた上限が規定され、その上限の範囲内で条例により定めることとされていました。しかし、平成２３年の地方自治法の一部改正により、地方公共団体の自由度の拡大を図るための措置として、議員定数の法定上限（地方自治法第９１条第２項及び第３項）の撤廃が行われました。従来、議員定数のあり方は、法定上限数を１つの根拠として議論されてきており、定数を削減する理由は、行財政改革の視点等からでした。
現在、地方議会は、地方公共団体の意思決定における責任や執行機関に対する監視機能といった点において、その責任の重さや権能がますます大きくなっていることは申し上げるまでもなく、とりわけ、地方議会の果たすべき機能とは、住民代表機能、情報開示・審議機能、意思決定機能、執行機関に対する監視機能であることは言うまでもございません。桑名市議会としては、議会基本条例の制定をはじめ、議会報告会の開催、議会だよりの発行、質疑・質問に一問一答方式の採用、各常任委員会による執行機関に対する政策提言、全議員参加型の決算審査の導入など様々な改革に取り組み、議会機能の充実を継続的に図っております。検討会では、まず、三重県内１３市や近隣の類似団体の状況を調査し、これらの市との比較により本市のおかれた状況や現状の把握に努めました。二つ目として、議員定数を削減することにより生じるメリット・デメリットに関する協議では、定数を削減することにより経費の縮減が図れるということがメリットとして挙げられる、一方、定数を削減することにより監視機能の低下はもとより、市民の意見を聴取し市政に反映させる機能の低下など、議会活性化に対するデメリットの要因もあるとの意見がありました。三つ目として、本市の常任委員会を現行の４常任委員会から３常任委員会に減らすことができるのか、また、委員会において討議を行うことのできる最小の人数として１委員会当たり何人必要かということを中心に議論を行いました。活発な意見が出される中で、以上の経過により、２２人から３４人まで様々な意見が出され、それぞれの案に対する考えがあり、意見の一本化を図ることはできず、議会改革検討会としては、最終的に議員からの意見を聴取し、賛同する意見が多く出された４名削減案を答申事項とし、市民の皆様からご意見をいただくことを付記することと決定しました。
1�  検討会中間答申　　次期一般選挙より議員定数を４人削減し、２６人とする。
主な決定理由
・議会は多くの市民の意見を反映する必要があり、人口を目安として議員定数を定めていくことは、市民の理解を得やすいのではないか。したがって、現在の桑名市の人口規模からして２６議席が妥当と考える。
・議会報告会などの民意吸収機能の充実及び常任委員会の構成変更など議会運営上の工夫に努めることにより、議会機能を維持・充実させていくことは可能と考えられる。
・行政改革、財政健全化を行政側に求める立場として、議会自ら議員定数を減らすことで、その姿勢を見せるべきである。
② 　主な少数意見
・桑名市の財政状況は確かに逼迫しており、財政面からは議会が自ら身を削り、範を示すことも大切な視点である。しかし、その一方で、地方分権時代に多様な市民ニーズを行政に反映するためには、適正な議員数は必要であり、むやみに議員定数を削減すべきではない。
・合併して８年目であり、市民への対応等、ただちに２６人にするには少し違和感があるため、こういったことを勘案すると２８人が妥当である。
・委員会を討議のできる最少人数７人で構成することを基本として、これまでの委員会審査の状況を鑑み、議長を除いて３委員会とし２２人とする。
日本共産党桑名市議団は議員定数削減には反対です。
ｐ２年前の議長の諮問機関としての検討会から議論が続いており、１年前は定数削減の提案を見送らせましたが、今回、再度検討され意見募集の「パブリックコメント」まできました。議員定数削減の本当の目的は何処にあるのか中間報告等に述べられていますが、妥当性はありません。

日本共産党桑名市議団は、議員を削減して経費の節減になったとしても、市政のチェック役が少なくなり市政の大きな無駄使いが野放しになっては市民サービスの向上にはならない事や市民の多様な意見が届けられなくなる事、市民の声を受け市民のためにしっかり働く議員が今の桑名市にはもっと必要な事を主張して、議員定数削減には反対しています。
市民の皆さまの率直なご意見を賛否を明らかにして議会に届けて下さい。

【星野公平の充電予定】　　参加後は、必ずこの紙上で報告します。
１０月２７日－２８日　東京

第４５回区画整理・都市再開発対策全国研究集会に参加

３年ぶりに、区画整理の現在の問題点と再開発を再勉強してきます。

１１月２６日－２７日　大阪

地方議員研究会主催セミナー参加

私の苦手な、自治体財政のポイント、協働と地方自治を勉強してきます。
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